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平成21年度 厚生労働省予算案の概要  

1 平成21年度予算案  

25兆1，568億円  
うち社会保障関係費 24兆6，522億円  

2 前年度予算額  

22兆1，223億円  

うち社会保障関係費 21兆6，136億円  

3 対前年度増加額（伸率）  

3兆346億円（13．7％）  

うち社会保障関係費 3兆386億円（14．1％）  

［計数整理の結果、異動を生ずることがある。］  

（参考）シーリング▲2，200億円への対応について   

年金・医療等の経費の自然増の伸びの抑制（▲2，200億円）については、道路特定   

財源の一般財源化に際し創設される「地域活力基盤創造交付金（仮称）」の削減による   

社会保障への財源拠出（600億円）、特別保健福祉事業資金の清算（約1，370億円）   

により財源を確保して、後発医薬品の使用促進による削減（約▲230億円）を除き年金・   

医療等の経真の歳出削減を行わないこととした。また、特別保健福祉事業についても、   

今後適切な事業規模を確保していくものとする。  
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平成21年度 厚生労働省予算案総括表  

（単位：億円）  

（注1）平成20年度予算額は、当初予算額である。  
（注2）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。  

［計数整理の結果、異動を生ずることがある。］  
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平成21年度 厚生労働省一般会計予算案  

社会保障関係費の内訳  

（単位：億円）  

平成20年度  平成21年度  

予 算額  予算案   
増△ 減額   

社会保障関係責   216，136   246，522   30，386   

年  金   74，382   98，702   24，319   

医  療   85，644   90，252   4，609   

介  護   19．062   19，699   638   

福祉等   35．092   35．937   846   

雇  用   1，957   1，931   △25  



（単位：億円）  

（注1）平成20年度予算額は、当初予算額である。  

（注2）特別会計の金額は、それぞれの勘定の歳出額を合計したものである。ただし、労働保険特別  

会計においては、徴収勘定を除いたものである。  
（注3）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。  

（注4）特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）附則第67条の規定に基づき、国立高度  

専門医療センター特別会計は平成21年度の末日、船員保険特別会計は日本年金機構法（平成  
19年法律第109号）の施行の目の前日までの期間に限り設置することとされている。  

［計数整理の結果、異動を生ずることがある。］  
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雇用状況の改善のための緊急対策の推進   

世界金融危機は実体経済にも深刻な影響を及ぼしてきており、雇用状況は悪化している。  

このような状況の中で、昨今、派遣労働者等の雇止め・解雇、新卒者の内定取消しなど、更  

に深刻な問題が生じており、今後、一層の雇用の悪化が懸念される。   

このため、雇用の場の拡大のための各般の施策を講ずるとともに、労働者の雇用の維持、  

再就職支援、生活保障のための対策に万全を期する。また、若者、女性、高齢者、障害者等  

のニーズに応じたきめ細やかな支援策、地域雇用対策の充実や人材面からの中小企業支援  

等を強力に進める。  

＜主な事業＞  

q住居を喪失した離職考及び不安定就労者I宇野すろ住居・就労支援対策の   

並進  255億円  
・社員寮の退去を余儀なくされた離職者等に対して、住居と安定就労の確保のための的  

確な相談・職業紹介等、家賃補助費（上限36万円）、住宅入居初期費用（上限50万  

円）、生活・就職活動費（上限100万円）の貸与を実施する。  

・離職後も一定期間の入居について配慮するよう事業主へ要請、退去させずに引き続き  

無償で住宅を貸与する事業主へ助成（1人当たり4万～6万円、最大6か月）する。  

＜主な事業＞  

○中小企業等の雇用維持支援＋581億円  
・休業、教育訓練、出向による雇用維持の取組を支援し、利益をあげられない中で雇用を   

維持する中小企業へ助成（手当、賃金の4／5（大企業2／3）、3年間300日支給）する。   

また、派遣労働者や期間工等、継続雇用期間が6か月末満の雇用保険の被保険者等   

についても対象とする。  

○派遣先による派遣い  の 入れの支裏         89意円  
・派遣可能期間満了前に派遣労働者を直接雇い入れる派遣先事業主に対し、奨励金を   

支給（1人100万円（有期雇用の場合は50万円）（大企業は半額））する。   鱒211億円  
・解雇、雇止め予防等の啓発指導、賃金不払等の事案への迅速・適切な対応、正社員転   

換の指導等労働条件問題に係る相談を強化する。  
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＜主な事業＞  

○年長フリーター等の雇用機会の確保  220億円  
・年長フリャタ一等（25歳～39歳）を対象とした求人枠を積極的に設けて正痩雇用する  

事業主等に対して、奨励金を支給（中小企業1人100万円、大企業50万円）すること  

により、今後3年間で集中的に年長フリーター等の雇用機会の確保を図る。   

○ヰ叫、企業の就職困難者の雇入れに対する支援  626億円  
・高齢者、障害者、母子家庭の母等の就職困難者を雇い入れる中小企業に対して、手   

厚い支援を実施する。また、中小企業における各種助成金の利用に係る負担の軽減  

のため、相談支援を強化する。  

○ハローワークの． とによ  正    への⊥     のム  

4鱒  
・非正規労働者のための就労支援拠点として大都市圏に設置する「非正規労働者就労   

支援センター」において、安定就職に向けた様々な支援をワンストップで提供するととも   

に、非正規労働者就労支援センター未設置の府県の主要なハローワークにおいても  

同様のサービスを実施する。  

・雇用失業情勢の厳しい地域のハローワークにおける求人開拓体制を強化する。   0岬 35億円  
・ジョブ・カード制度の雇用型訓練における参加協力企業に対する助成（助成率3／4（大   

企業は2／3）等）や、職業訓練期間中の生活保障給付（10万円／月）を実施する。  

・有期実習型訓練修了者を常用雇用する事業主に対して奨励金（1人100万円（大企業  

は50万円））を支給する。  

開拓の実感貢言   

勢が厳しい地域における創業等雇用創造に資する取組に対する支援、道県との共同  

による就職支援事業を実施する。  

♀禦禦既警豊艶慧芸霊員を大幅に増加。雇用の受け皿と邑禦   
きる分野（介護分野等）での安定雇用に向けて、長期間の訓練を拡充する。  

を促進するため、児休業取得者又．崖売   

制度の利用者が初めて出た場合の中小企業事業主に対する助成金（育児休業：1人   

目100万円、2人目以降80万円等）や、労働者が利用した育児サービス費用を負担す   

る中小企業事業主に対する助成金（助成率‥3／4、限度額：40万円（1人当たり）、   

480万円（1事業主当たり））により支援する。  
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Pマザーネハローワーク草葉の拡充等          草1億円  
・マザーズハローワーク事業について、拠点を拡充（108か所→148か所）するとともに、  

子育て支援ネットワークの強化、求人者への助言・指導等、仕事と子育てが両立しやす   

い求人の確保・母子家庭の母等の支援機関への出張相談、託児付セミナーの開催等  

を実施する。  

065歳以上の高齢者を雇い入れる事業主への支援  109億円  
・65歳以上の高齢者を雇い入れる事業主へ助成（大企業50万円、中小企業90万円  

等）、65歳以上の高齢者を試行的に雇用する事業主に対する支援を実施する。   

○‡中小企業等I羊おける障害者雇用促進のための重点的な支眉巨 12億円  
・初めて障害者を雇用した中小企業に対する奨励金（100万円）、特例子会社や重度障  

害者多数雇用事業所の設立促進のための助成（10人以上の雇用で2000万円支給  

等）を実施する。  

＋介護労働者の雇用管理改割こ取り鱒む事業主等に対する総合的な支援   

の充実  152億円  
・雇用管理改善の業務を担う人材の雇入れ、介護業務未経験者の雇入れ（50万円（年   

長フリーター等の場合は100万円）に対する助成、介護労働者の作業負担軽減のため   

の介護福祉機器（移動リフト等）の導入に対する助成（経費の1／2（上限250万円））を   

実施する。  

○ハローワークを中心とした日系人向け相談・支援機能の強化  16億円  
・日系人集任地域のハローワークなどにおいて、通訳・相談員の増員や市町村とも連携  

したワンストップコーナーの設置等の体制強化、就労のためのスキルが不足している者  

への研修を実施する。  

＜主な事業＞  ○鱒7億円  
・企業名の公表も含め、企業に対する指導の徹底、採用内定を取り消された学生等を正   

規に雇用する事業主に対して奨励金（100万円（大企業50万円））を支給する。  

・雇用調整助成金を活用し、新規学卒者を採用後直ちに教育訓練・出向・休業させるこ   

とにより雇用の維持を図る事業主を支援（賃金・手当の4／5（大企業2／3））する。   

○新規学卒者に対する就職支援の御仁 61百万円  
・ものづくり企業・中小企業や介護分野等を中心に地域の企業との就職面接会を実施す  

る。  

・早期の採用選考活動（青田買い）の抑制、新規学卒者の採用枠の拡大について、事   

業主団体に要請する。  
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雇用保険制度について、保険料引下げ（1年間）、非正規労働者の適用基準の見直  

し（雇用見込1年→6か月）、特に再就職が困難な場合の給付日数の60日分延長、契  

約更新がなされなかった有期契約労働者の受給資格要件の緩和（被保険者期間1年  

→6か月）など、非正規労働者のセーフティネット機能・再就職支援機能を重点的に強  

化する。（雇用保険法改正）  

（参考）【平成20年度第2次補正予算案】  合計4，048億円  

○ふるさと雇用再生特別交付金（仮称）   

都道府県に対する交付金により基金を創設し、創意工夫を凝らした事業の実施  

を支援することにより、地域求職者等の安定的な雇用機会の創出を図る。  

【2，500億円】   

○緊急雇用創出事業（仮称）   

都道府県に対する交付金により基金を創設し、緊急雇用創出事業（仮称）を実   

施することにより、失業者の一時的な雇用・就業機会の創出を図る。  

【1，500億円】  

○住宅・生活対策等  
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安心で質の高い医療の確保  

「安心と希望の医療確保ビジョン」（平成20年6月）に基づく医師等人材確保対策をはじめ  

とした地域医療の確保など、安心で質の高い医療提供体制の充実を図る。  

【参 考】  
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医師確保対策の推進  

救急医療対策の推進  

＜主な事業＞  

○救急医療を担う医師の  20億円  
救急医療の中でも特に過酷な夜間・休日の救急を担う勤務医の手当への財政的支援  

を行う。《新規）  

を担う医師の支 ○産科医療援  ・地域でお産を支えている産科医の手当への財政的支援を行う。《新規》  
・産科の後期研修医の手当への財政的支援を行う。《新規）  

28億円  

○へ医担う師の支援  1・4億円  
・へき地に派遣される医師の移動などに要する手当への財政的支援を行う。《新規》  

42億円  鱒 ・医師派遣が円滑に行われるよう、派遣元医療機関、派遣先医療機関及び派遣医師に  
対する支援を強化する。   

○勤務医等の勤務状況の改善・業務負担の軽減 37億円  
・短時間正規雇用や交代勤務制・変則勤務制等の導入促進を図るため、導入する病院   

に対し、代替職員の雇い上げに必要な経費を支援する。《一部新規〉  

・就労環境の改善等について、効果的な総合対策を行う医療機関に対する財政的支援  

を行う。《新規）   鱒6・4億円  
・医師と看護師等の協働・連携の推進を図るための研修を実施し、医師が本来業務に専  

念できる体制を構築する。《新規）  

・産科医の負担を軽減し、助産師がチームとして産科医等と連携して活躍できるよう、院   

内助産所・助産師外来開設のための研修を実施する。  
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○臨床研修病院への支環  13億円  
・医師不足問題が深刻な地域や産科・小児科・救急医療等への貢献を行う臨床研修病  

院等において、医師の研修派遣及び外部講師の招へいに必要な経費等を支援するこ  

とにより、臨床研修の質を確保しつつ、研修医の都市集中の是正を促進する。  

《一部新規》   

○補償制度・医療事故における死因究明  4．9億円  

／融医療を行える環境を整備するため、医療事故における死亡  

の死因究明・再発防止を行う仕組みを検討する。  

・出産に起因して重度脳性まひとなった者への速やかな補償を行うなど産科医療補償  

制度（H21．1開始予定）の円滑な運用を促進する。  

職員の資質の向上と確保対策  98億円  
新人看護師・新人助産師に対する研修を推進するためのモデル事業を引き続き実施  

する。  

多様な勤務形態により看護職員を活用している医療機関の事例普及等の事業を引き  

続き実施する。  

看護職員の中長期的な需給見通しについて検討を行う。《新規》  

＜主な事業＞  

○救急医療の充実  
・小児初期救急センターの運営を支援する。《新規》  

・第三次救急医療を担う救命救急センターの整備を推進する。  

・精神科救急医療体制を強化する。  

56億円  

○管制塔機能を担う救急医療機関に対する支援  51億円  
・平時から地域全体の医療機関の専門性について情報共有し、病状に応じた適切な医   

療を提供できる医療機関・診療科へ患者を紹介する体制を整備する。《新規》   

○ドクタ珊 草1億円  

・ドクターヘリ事業の推進により、早期治療の開始と迅速な搬送による救命率の向上を  

図る。  

○産科医療の  50億円  
地域でお産を支えている産科医の手当への財政的支援を行う。《新規》  

出生数の少ない地域における産科医療機関の運営などに対する補助を行う。  

産科の後期研修医の手当への財政的支援を行う。《新規》  

就労環境の改善等について、効果的な総合対策を行う医療機関に対する財政的支援  

を行う。《新規》  
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q周章期医療の充実  13億円  
・総合周産期母子医療センターに母体搬送コーディネーターを配置する。《新規》  

・地域周産期母子医療センターの運営を支援する。《新規》  

○女性医師・看護師等の離職防止・復職支  
・病院内療育所の運営毎に対する補助を行う。  

45億円  

＜主な事業＞  

○患者・家族対話の推進   4．9億円  
住民に対する医療の公共性や不確実性に関する認識の普及、医療従事者と国民との  

間の相互理解の推進等地域における意見交換の場を設置する。《一部新規）  

軽症患者による夜間の救急外来利用の適正化などに関する普及啓発等を行う。  

＜主な事業＞  

○難病に関する調査・研究の大幅な  100億円  
難治性疾患の診断・治療法の研究開発を促進するため、対象疾患の拡大等事業を大  

幅に拡充する。  
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＜主な事業＞  

○長寿医療盲  度、国民健康保険等に係る  
8兆9，906億円  

各医療保険制度に係る国庫負担に要する経費を確保し、その円滑な夷施を画鼓  

（参考）高齢者医療制度については、本年4月からの施行状況を踏まえ、高齢者  

の置かれている状況に十分配慮し、補正予算において、きめ細かな改善  

策を講じることとした。   

（D平成20年度第1次補正予算【2，528億円】  

・長寿医療制度における低所得者の保険料の軽減（平成20年度分；均  

等割8．5割軽減、所得割5割軽減）  

・被用者保険の被扶養者であった方の保険料負担軽減（9割軽減）の継  

続  

・70～74歳の医療費自己負担増（1割→2割）の凍結措置の継続等  

②平成20年度第2次補正予算案【1，215億円】  

・長寿医療制度における低所得者の保険料の軽減（平成21年度分；均  

等割9割軽減、所得割5割軽減）等  

医療費適正化に関する施策の推進  488億円  
医療保険者が実施する特定健康診査・特定保健指導への助成を行う。  

医療療養病床から介護保険施設等への転換に伴う整備費用への助成を行う。  

○レセプトオンライン化の推進  31億円  
・医療サービスの質の向上等を図るため、レセプトを用いた医療費等の分析を行うため  

の体制を整備する。   

○高儀者医鱒運営円滑化事業の堆進 190億円  
・従来の特別保健福祉事業については、一般会計において引き続き実施することとし、   

被用者保険の拠出金負担増の緩和等を図り、高齢者医療制度の円滑な運営を図る。  
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年金制度については、持続可能で安心できる制度を構築するため、平成21年4月か  

ら基礎年金国庫負担割合を2分の1とする。また、年金記録の管理等に対する国民の皆  

様の不信感を払拭するため、引き続き徹底して迅速かつ効率的に対策を進める。  

○ 年金給付貴国庫負担金  9兆8，593億円   

年金制度については、持続可能で安心できる制度を構築するため、平成21年4月から  

基礎年金国庫負担割合を2分の1とする。   

年金記録の管理等に対する国民の皆様の不信感を払拭するため、コンピュータの記録  

と台帳等との計画的な突合せなどの対策を引き続き徹底して迅速かつ効率的に進める。  

（参考）平成20年度第1次補正予算により、紙台帳等の電子画像データ検索   

システムの構築等に着手する。  【204億円】  

また、平成20年度第2次補正予算案において、不適正な遡及訂正処理   
の可能性がある年金記録（年金受給者分約2万件）の調査等を行う。  

【11億円】  
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